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環境特性を⽣かしたモーダルシフトの推進
内航海運は、国内貨物輸送の43.4％（平成24年度、トンキロベース）を担ってい

るほか、鉄鋼、石油、セメント等の産業基礎物資についてはその８割を輸送する等、

我が国経済活動を支える基幹的な物流産業である。また、大量輸送が可能であると

ともに、CO2排出原単位が営業用トラックの約５分の１であるなど、輸送効率が良く、

環境性能に優れた輸送手段であり、我が国にとって必要不可欠な社会基盤インフラ

であると言える。とりわけ、フェリー事業等は地域の足としての役割に加え、モー

ダルシフトを推進する物流体系の面においても、環境適応型社会の構築に向けて不

可欠な輸送機関である。

例えば、ある荷主企業・物流事業者は、福岡県から千葉県までの輸送において、

トラック輸送からフェリー輸送にモーダルシフトすることにより、3,214トン／年

（削減率53.2％）のCO2排出量の削減に成功している。また、最近ではトラックドラ

イバー不足を背景として更なる利用促進の機運が高まっている。

このため輸送効率がよく、環境にやさしい輸送モードである船舶がより選択され

る環境を整えるべく、予算や税制措置を講じ、モーダルシフトに向けた取組みを推

進している。

【2014年度予算】

■モーダルシフト等推進事業として0.4億円(物流関係者で構成される協議会が

モーダルシフト等推進事業計画を認定し、事業に要する経費の一部を補助)

■環境省の「低炭素価値向上に向けた社会システム構築支援基金」により、国

土交通省連携事業として、物流事業者、荷主等が連携して実施するモーダルシ

フトを促進するため、必要となる設備導入経費（トラクターヘッド、シャーシ

等）について補助するなどの「物流の低炭素化促進事業（94億円の内数）」

港 港

シャーシを船舶に積み込み

【イメージ】
・シャーシを導入し、トラックから船舶にモーダルシフト

【補助対象】
・設備導入経費（トラクターヘッド、シャーシ等）

【補助率】１／２

物流の低炭素化促進事業

【2014年度税制改正】

老朽化した船舶の代替建造を促進し、環境負荷の少ない船舶の普及を支援

■環境負荷低減に資する船舶に係る買換特例（圧縮記帳 80％）の３年間延長

■中小企業投資促進税制（内航貨物船）(特別償却30％又は税額控除7％）の３

年間 延長

更に、海運事業者、荷主事業者が一体となって海上輸送へのモーダルシフトの更な

る推進を図るため、海上輸送へのモーダルシフトに対して貢献が認められる荷主企業

にエコシップマークの使用を認める（２年間）とともに、海事局長による表彰を行っ

ている。エコシップマークは、地球環境に優しい海上貨物輸送を一定以上利用してい

る荷主、物流事業者が環境に優しい企業として分かるマークとなっている。今後も、

エコシップマークの普及を通じて、海上輸送へのモーダルシフトへの「見える化」の

促進を図っていく。

新造船の追加
又は

新造船への買換

新造船、中古船
への買換

圧縮記帳 譲渡差益の８０％

買換特例

中小企業投資促進税制船舶の特別償却

大型化：300トン以上
環境トップランナー支援

大企業 中小企業（資本金1億円以下）

高度環境低負荷船

環境低負荷船

・スーパーエコシップ等の
特に環境負荷低減が著
しい船舶

特別償却１６％

（売却船価の高い時でも代替投資を促進）

（中小企業の設備投資の促進）

特別償却：２２.５％
又は

税額控除： ７％
(資本金３千万円以下の企業に限定)

を選択利用

※内航貨物船のみ対象

特別償却１８％

２６年度末まで延長

（２５年度税制改正）

２８年度末まで延長
（２６年度税制改正）

２８年度末まで延長
（２６年度税制改正）

内航船舶の代替建造等を支援する税制措置

○ 認定基準
原則100km以上の航路（沖縄、離島、青函航路を除く）において、
・ 海上貨物輸送量（トンキロ）20％以上を利用した者
・ 前年度に比べ、海上貨物輸送量（トンキロ）のシェアが10％以上改善した者
・ 海上貨物輸送を利用してCO2排出量を10％以上削減した者

○ 認定事業者数の推移
＜平成20年度＞ 荷主：12者、物流事業者：13者
＜平成21年度＞ 荷主：15者、物流事業者：17者
＜平成22年度＞ 荷主：23者、物流事業者：27者
＜平成23年度＞ 荷主：13者、物流事業者：17者
＜平成24年度＞ 荷主：10者、物流事業者：14者
＜平成25年度＞ 荷主： 9者、物流事業者：10者

なお、エコシップマーク制度や認定事業者の詳細については以下のURLをご覧下さい。
http://www.ecoship.jp/index.html

エコシップマークの認定基準、認定事業者数の推移

エコシップマーク

38 39



２ 国際海上輸送１ 地域公共交通
８ 観光立国推進 ９ 環境問題

６ 人材の確保育成５ 海洋産業４ 造船産業
海事レポート2014

第
１
部

第
３
章

我
が
国
産
業
を
支
え
る
内
航
海
運
の
基
盤
強
化

１０ 安全・安心 １１ 国際展開・貢献

第
１
部

第
３
章

我
が
国
産
業
を
支
え
る
内
航
海
運
の
基
盤
強
化

７ 海事振興
３ 内航海運

メリット

メリット メリット

良質の労働力確保安全の確保

船舶管理会社を活用したグループ化

会社の体質基盤強化

国内最大船型 400TEU型
コンテナ船「さがみ」就航

最大の特長は、航海支援用に「高度船舶安全管理システム」

(HANASYS EXPERT)を搭載していることです。主機のデータを

インターネット回線を介して24時間陸上から監視することによって異常の早期発

見や故障の未然防止を図ると同時に、整備費用の削減や機関員配乗の削減を可能

としました。井本商運は、本格的な集荷体制を整え、輸出入フィーダー貨物と国

内貨物（動脈・静脈）の共同幹線輸送を可能にすることを目指し、我が国流通の

さらなる省エネ化、低コスト化、

多ルート化に寄与していきます。
ブリッジに備え付けられたライブカメラ

事務所のパソコンやス
マホから、航海状況や
荷役状況がリアルタイ
ムにモニタリングでき
ます。

乗組員は料理専任の司厨⻑が
作った⼼尽くしのディナーを
頂くことが出来ます。

船室は15部屋。
全て13㎡以上、
⼤型薄型TV、洗
⾯所完備。各階に
シャワー室、洗濯
室、トイレを配置。
無線LAN配線によ
り、船内のどこで
もインターネット
接続が可能
です。

エコねんぴシステムで、エ
ンジン状態・燃費などがモ
ニタリングできます。

船舶管理会社を活⽤したグループ化の促進

内航海運は所謂「一杯船主」と呼ばれる保有船舶が１隻のみの船主を含めた中小

零細事業者が99％を占めており、厳しい経営環境のなかで内部留保が十分に確保さ

れていない事業者も多い。このため、内航海運における船舶の老朽化が進んでおり、

老朽化の割合が７割を超えるなど、安全・環境面での影響や効率性の低下が懸念さ

れているところである。一方で、内航海運の競争力強化、持続可能なサービスの確

保を実現するためには、内航海運事業者の競争力を高め、その零細性を克服するこ

とが必要である。この零細性の克服に対する方策のひとつとして、船舶管理会社を

活用したグループ化の取り組みを支援している。

多くの内航海運事業者は、船舶管理会社が業務として行っている船舶の保守管理

や船員の雇用・配乗等の業務を事業主自らが行っている状況であるが、これらの業

務を船舶管理会社に委託できるような環境整備を進めてきたところである。2012年

７月に「内航海運における船舶管理業務に関するガイドライン」(以下「ガイドラ

イン」という。)を策定し、内航海運分野における船舶管理業務に関して、その定

義や満たすことが望ましい基準を具体的・体系的に示し、内航海運における船舶管

理会社設立の指針を示した。また、2013年４月に内航海運事業者が船舶管理会社の

活用を検討する際の判断基準となる考え方を示した。同年２月に地方運輸局等に船

舶管理会社相談窓口の設置やセミナーの開催を通じた情報発信等を行っている。

これらの取り組みにより、内航海運事業者が船舶管理会社を活用しやすい環境を

整備し、スケールメリットを活かした管理コストの削減や効率的な人材育成等を図

り、内航海運の競争力強化及び活性化の実現を目指しているところである。

船舶管理会社を核とするグループ化・集約化の取り組みを推進することにより、
①スケールメリットを活かした管理コストの削減、② 効率的な⼈材育成等を図る

①船員配乗・雇⽤管理業務
②船舶保守管理業務
③船舶運航実施管理業務

船舶管理会社の⾏う業務

2013年11月、当社は国内最大船型の400TEU型コンテナ専

用船「さがみ」を京浜～東北・苫小牧航路に就航致させま

した。本船は、従来型内航コンテナ船の約２倍の輸送能力

を持ち、甲板上には45フィート型コンテナの積載も可能で

す。本船には、さまざまな特徴があり、推進性能追求の為

に、可変ピッチプロペラ及びプロペラボスキャップフィン

(PBCF)を装着して燃費効率をアップしています。 井本商運（株）
運航部船舶課
課⻑代理
⾦井 ⽂男
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